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はしがき

　アジア経済研究所では，アジア各国の政治，経済，対外関係に関する動向を的確に伝えることを
目的に，1970 年以降毎年『アジア動向年報』を発行してきました。時代とともに対象国・地域も
変化し，現在は 23 のアジアの国・地域およびアメリカの対アジア関係をカバーしています。事業
開始から 50 年以上経ちましたが，アジア各国・地域を長年観察してきた所内外の研究者が現地の
一次資料や現地調査に基づき，その年に起きた重要な出来事や変化を解説するというスタイルは現
在でも変わっていません。執筆者が交代しても，同じフォーマットで50年以上にわたりアジア各国・
地域の動向を伝える書は，世界をみても類似のものはないといってよいでしょう。
　『アジア動向年報』には 2 つの役割があります。ひとつは，アジア各国・地域で起きた事象の時
事的な解説を行うとともに，その歴史的背景や意味についても明らかにし，アジア各国を理解する
うえで有用な情報を提供することです。もうひとつは，歴史を振り返る資料としての役割です。と
はいえ，現在の『アジア動向年報』は各年単位で読む仕様となっており，各国の動向を時系列で追
うには不便との声が寄せられてきました。
　そこで 50 年分の蓄積を生かし，既刊の年報から各国の章を抽出して 10 年ごとに 1 冊に束ね，
各国の動向を 10 年単位で把握できるよう，『アジア動向年報〈バンドル版〉』を作成することに
なりました。既刊のものをまとめるだけでなく，冒頭には第一線の研究者が新たに執筆した各国
の 10 年間を理解するための解説を付しています。これにより，各国の長期の動向をより理解し
やすくなり，多くの方にご利用いただけるのではないかと思います。2021 年の第 1 巻（2010 ～
2019 年），2022 年の第 2 巻（2000 ～ 2009 年）に続き，今回は 1990 ～ 1999 年までの 10 年
分を第 3 巻として公刊します。今後は 1970 年までさかのぼり計 5 巻作成する予定です。
　なお，本バンドル版はこれまでの A5 判と異なり，B5 判で制作しています。これは『アジア動
向年報』の判型が 1990 年代の途中で B5 判から A5 判に変更されており，判型をどちらかに統一
する必要があったためです。また判型の変更とともに本文の体裁も 2 段組みから 1 段組みとなっ
たため，既存部分のレイアウトが 1994 年前後で異なっています。あらかじめご承知おきください。
　今回のバンドル版もまた価値ある資料として，アジア各国・地域を理解する一助となることを願っ
ています。

　2024 年２月

日本貿易振興機構アジア経済研究所所長

深尾京司
表紙・本文デザイン　羽田野めぐみ
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　1990年代のベトナムでは，経済的には市場
経済化を推進しつつ，政治的には社会主義政治
体制を堅持するというドイモイ路線の基礎が確
立した。1989年に始まったソ連・東欧の社会
主義体制の激変を受けて，1986年以来のメディ
アの活性化などにみられた政治的自由化の機運
は急速に失われた。さらに1990年代半ばから
は，市場経済化に伴う急激な経済・社会の変化
に対する党内保守派の警戒感が高まり，1970
年代末以来の危機をひとまず脱したという安堵
感とも相まって，経済改革の速度と範囲に関す
る慎重論が優勢になった。他方，党指導部の世
代交代は着実に進み，戦争と革命への貢献では
なく平時において築いた実績や人脈などに基づ
いて選ばれた指導者たちが初めて最高指導部の
各職位を占めた。政府や国会など国家機関の機
能強化・効率化も図られた。
　1986年のドイモイ開始後から続いた経済の
混乱は1990年代初めに終息し，1992年からは
6年連続して8％を超える高成長を達成した。
しかし，アジア通貨危機の影響により1998年
から成長は減速した。1990年代は，貿易・投

資の面で東アジア諸国とのつながりを強め，外
資企業を中心とする輸出加工型製造業がけん引
する経済構造へと転換した。国有企業改革では，
株式化が遅れる一方で，同業種企業による経済
集団である「総公司」の形成による国有企業強
化が開始された。
　ベトナムを取り巻く国際環境は1980年代か
ら劇的に変化した。1991年のソ連の解体によ
り，新たな国際秩序のもとでの国際的孤立から
の脱却が待ったなしの課題となったベトナム
は，主要国や近隣諸国との間の懸案解決や信頼
醸成に力を注いだ。その結果，1990年代半ば
ま で に 中 国 や ア メ リ カ と の 国 交 正 常 化，
ASEAN加盟などを相次いで達成し，「全方位
外交」が現実のものとなった。

国内政治

経済改革の進め方めぐり議論続く
　1990年代，ベトナム共産党内では，一党独
裁制堅持の方針が確認される一方，経済改革の
進め方に関する議論が続いた。特に改革が一定
の成果を収めた1990年代半ば以降には，急激
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面ではさまざまな成果があった。1980年憲法
を大幅に改正した1992年憲法は，市場経済化
に伴う個人や企業の経済的権利を規定するとと
もに，国家機構を再編して各機関の権限や責任
を明確化した。1992年と1997年に行われた国
会議員選挙では，改正選挙法のもとで自薦によ
る立候補が可能になったが，高度に管理された
候補者確定プロセスを経て，実際に当選するこ
とができた自薦候補者はわずかだった。国会は，
土地法（1993年），労働法（1994年），民法（1995
年），国家予算法（1996年）などの基幹的な法
律を次々に成立させた。
　党・国家機関における人事の刷新も着実に進
展した。党書記長，国家主席（1992年憲法以
前は国家評議会議長），政府首相の党指導部トッ
プスリーは1991～1992年と1997年に入れ替
えが行われ，特に1997年には三者がすべて
1930年代生まれとなり，前任者よりそれぞれ
10歳以上若返った。ドイモイ期に立法機関と
して実質的な役割を果たすようになった国会で
は，議員の構成が変化し，高学歴化が進んだ。
1987年選出の第8期国会ではまだそれぞれ議
員総数の2割前後を占めていた農民と労働者
は，1992年選出の第9期国会ではそれぞれ5％
と15％となり，1997年選出の第10期国会では
両者を合わせても1割足らずとなった。大学卒
以上の学歴をもつ議員の割合は第9期国会では
56％，第10期国会では91％と急増した。
� 　　　　　　　　　　　　　（石塚）

経　 済

高成長と大きな構造的変化
　1990年代のベトナム経済は，ドイモイ開始

直後から続いた混乱と停滞から脱し，1992年
から6年連続でGDP成長率が8％を超える高度
成長期を迎えた。なかでも，1995年と1996年
の成長率は9％を超えた。1980年代に数百％
を記録したインフレ率も，1993年にはドイモ
イ開始以来初の一桁台となる5％まで下落し
た。
　しかし，1997年のアジア通貨危機の影響に
より成長は減速した。危機発生当時のベトナム
は国際経済への統合の度合いが低く，証券市場
もなかったため，域内で発生した急激な資本移
動に国内経済が大きく影響されることはないと
考えられていた。事実，1997年は8％台の成
長を維持した。しかし，1998年からGDP成長
率は下落に転じ，1999年には4.8％まで低下し
た。
　1990年代は，外資企業を中心とする輸出加
工型の製造業がけん引する経済構造が形成され
た時期であった。1990年代前半の高成長を支
えたのは，農業生産の堅調な増加と石油，鉄鋼，
セメントなどの重工業の生産増であったが，
1990年代半ばからは，繊維・縫製などの輸出
向けの労働集約型製造業が成長を始めた。
1996年から繊維・縫製品が原油に次ぐ第2位
の輸出品目となるなど，工業製品の輸出が拡大
していく。しかし，製造業企業の機械・設備，
原材料を中心とした輸入が輸出額を上回り，
1990年代をとおしてベトナムは輸入超過に悩
まされた。
　1990年代は，対外経済関係が大きく変化し
た時期でもあった。ソ連（ロシア）と東欧諸国
からの輸入と開発援助は大きく縮小し，一方で，
ASEAN諸国，日本などとの貿易が拡大した。
外国直接投資の主な投資国も日本，シンガポー

な経済・社会の変化が政治的安定に与える影響
を懸念する声が優勢になった。国家運営におい
ては，ドイモイ憲法と呼ばれる1992年憲法の
制定をはじめとして1986年以来の改革の成果
の制度化が進み，政府や国会などの国家機関の
能力向上が図られるなどの進展もみられた。
　1989年に始まったソ連・東欧の政変は，ベ
トナム共産党指導部に大きな衝撃を与えた。新
たな情勢のもとでベトナムがとるべき対応につ
いては党内でも意見が分かれたが，政治的混乱
を避けたいという思いは相当程度共有されてい
たようである。党中央委員会は，1990年3月
の第8回総会において，ベトナムは多元主義を
容認しないという1989年の第6回および第7回
総会の結論を踏襲し，複数政党制の導入を含む
政治改革の必要性を主張していた政治局員を解
任した。同時に，第8回総会は，社会主義諸国
における政変に関して，これらの国々では共産
党が国家・社会運営に失敗した結果，経済停滞
や汚職などの問題が累積したことが根底にあっ
たと分析し，ドイモイ路線を正当化するととも
に，国民の信頼を失わないために大衆工作を刷
新することとした。1991年6月の第7回党大会
も同様に，ドイモイ路線のもとでの改革継続を
支持しつつ，ベトナムの最終的な目標は社会主
義の実現であること，共産党が社会を指導する
役割を堅持することを確認した。
　ドイモイの進展に伴う経済・社会変動に対す
る懸念が強調されるようになったのは1994年
1月の党中間会議の頃からである。第7回党大
会以来の急激な経済成長とそれに伴う社会経済
的諸問題の顕在化を受けて開催された同会議
は，ベトナムが「工業化・近代化」の実現を目
指す新たな段階に入ったと認定する一方，現体

制が直面する危機として「経済的な遅れ」「社
会主義からの逸脱」「汚職その他の社会悪」「敵
対勢力による和平演変（平和的手段による政権
転覆）」の4つを指摘した。1993年1月に発足
したアメリカのクリントン政権は対越関係正常
化を推進し（「対外関係」の項参照），すでにコ
カ・コーラやペプシコーラなどのアメリカの大
企業もベトナムで活動を開始していた。このよ
うに急速に変化する国際関係も保守派の危機感
をあおったものと推測される。軍や党イデオロ
ギー部門は「和平演変」に対する警戒を喚起す
るキャンペーンを展開した。
　1996年の第8回党大会前にも政治局レベル
で改革推進派，慎重派の間の激しい論争があり，
党大会で承認された政治報告は引き続き両者の
立場を反映したものとなった。同報告は，ベト
ナムが10年間のドイモイ路線実施により1970
年代末以来の経済危機を脱したと述べ，1994
年の党中間会議で打ち出された「工業化・近代
化」の方向性を確認し，2020年までにベトナ
ムを工業国にすることを目標として掲げた。他
方，同報告では，市場経済がもつ「社会主義の
本質に反する負の側面」が列挙されるなど，改
革に慎重な論調も目立っていた。
　1997年以降，アジア通貨危機の影響も受け
て，ベトナムでは1990年代に入って初めて経
済成長が減速するが（「経済」の項参照），党指
導部の反応は鈍かった。1997年に北部タイビ
ン省で地方官僚の汚職などに端を発した大規模
な農民暴動が起こったこともあり，この時期，
党指導部は，汚職撲滅，行政改革，農業農村開
発などの問題を優先的に取り上げ，経済改革に
関する議論は深まらなかった。
　1990年代は，国家機構・制度の刷新という
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らの逸脱とみなしたベトナム共産党がまず接近
したのは中国であった。1990年9月，ベトナ
ムの指導者たちは成都で中国の指導者たちと会
談し，両国間関係の正常化について話し合うと
ともに，中国がアジアの社会主義陣営の盟主と
なることを提案したが，同盟関係の回復は中国
側に拒否された。1991年のカンボジア和平協
定締結の直後，両国は通常の二国間関係として
国交正常化を果たした。
　当初，越中間では国境画定交渉の進展が遅く，
南シナ海では中国が実効支配を強化する動きを
みせるなど，緊張が続いた。しかし1993年10
月には両政府間で国境・領土問題解決の基本原
則が合意され，実務者レベルの協議が緒につい
た。1996年には，1979年の中越戦争以来17
年ぶりに両国間の国境鉄道の運行が再開され
た。1997年に党指導部が交代すると，国境画
定交渉は加速した。1999年2月のレ・カー・
ヒュー書記長訪中に際して発表された越中共同
宣言では，陸上国境は同年内に，トンキン湾国
境は2000年内に協定に調印することが合意さ
れるとともに，「善隣友好，全面協力，長期安定，
未来志向」という両国間関係に関する「16文字
の指導方針」が明記され，関係改善を印象づけ
た。
　アメリカ主導の経済制裁の解除はベトナムの
経済発展のために必須の前提条件であったが，
アメリカは，カンボジア和平実現とベトナム戦
争中の戦争捕虜・行方不明米兵の問題解決をベ
トナムとの関係正常化と制裁解除の条件とし
た。ベトナム側のこれらの問題への真摯な取り
組みの結果，アメリカは1993年には国際金融

機関によるベトナムへの融資再開を認め，
1994年には経済制裁を全面解除し，1995年，
両国間の国交正常化が実現した。ベトナムに
とって次のステップは，越米通商協定を締結し，
アメリカから最恵国待遇を確保することであっ
た。通商交渉は1996年に開始され，1999年7
月に双方は原則合意に達した。協定は同年9月
にも調印される見込みであったが，最後の瞬間
にその負の影響を懸念する党内保守派の強い反
対を受けて調印は延期され，年内に最終合意は
成立しなかった。
　順調に経済発展と貧困削減を進めるベトナム
は，ドナー・コミュニティとも良好な関係を築
いてきた。1990年代の世界的な援助資金減少
の傾向にもかかわらず，1993年以来のベトナ
ム支援国会合では，アジア通貨危機の時期を除
き，毎年前年を上回る規模の援助が約束された。
しかし，1990年代末の経済低迷を受けて，援
助機関・援助国側はベトナム政府に改革促進を
強く求めるようになり，改革の実施を援助の追
加的供与の条件としたため，ベトナム側が反発
する場面もあった。
　1990年代のベトナムの対外関係におけるも
う ひ と つ の 画 期 的 な 出 来 事 は，1995年 の
ASEAN加盟である。メンバー国の支持もあり，
ベトナムのASEAN加盟は比較的スムーズに実
現した。反共連合ともみられたASEANへのベ
トナムの参加は，冷戦終結後のASEANの変容
を象徴する出来事でもあった。 　（石塚）

� （石塚：新領域研究センター）

� （坂田：在ハノイ海外調査員）

ル，台湾，韓国であった。1976年のカンボジ
ア内戦への軍事介入以降続いていた西側諸国に
よる経済制裁が，1989年の軍撤退と1991年の
カンボジア和平協定合意を受け解除されると，
1993年にIMFや世界銀行などの国際金融機関
の開発援助が再開され，さらにその後も多くの
二国間援助が再開されたことも，高成長の要因
となった。また，1996年にASEAN自由貿易
地 域（AFTA） に 正 式 加 盟 し，1998年 に は
APECに加盟するなど，ベトナムは1990年代
から多国間の経済統合枠組みにも積極的に参加
し始めた。
　1987年の外国投資法の公布により解禁され
ていた外国直接投資は，同法が改正された
1992年から認可案件数，投資金額ともに急増
し始める。1992年の1年間で1991年までの累
計に匹敵する200件の認可件数，20億ドルの
認可額を記録し，これ以降，1995年までは前
年比で数十％増の認可額の増加が続いた。しか
し，1997年から外資の認可額は減少し始める。
それまでも評判が悪かった認可手続きの煩雑さ
やドル建て・ドン払いの賃金支払い制度に加え，
1996年の改正投資法で，部門，地域，投資規
模などによる外資の選別方針が打ち出されたこ
とで，外資の投資意欲が抑制されたことが要因
となった。さらに1997年のアジア通貨危機以
降は，主たる投資国である東アジア諸国の経済
状況の悪化や，周辺国の通貨下落によるベトナ
ムの輸出競争力の相対的な低下の影響で，外国
投資はさらに減少し，1999年の認可額は1992
年の水準を下回った。この間，外資企業の撤退
も相次いだ。
　ドイモイ開始以来の最重要課題のひとつで
あった国有企業改革は，地方の中小企業を中心

とした赤字企業の整理については，一定の成果
を上げた。一方，1992年から試験的に開始し
た株式化（株式会社化）の実施は遅れ，1997
年までに13社しか株式化を実施できなかった。
しかし，1998年に株式化の手続きが簡略化さ
れ市場価値を基準とした資産評価が導入される
と，実施は進み，1999年末までに株式化した
企業は370社を超えた。また，1994年から，
同業種の国有企業による経済集団である「総公
司」の設立が開始された。総公司の設立は，特
定の経済分野において戦略的な国有企業強化を
図ることを意図したものであった。1999年の
総公司に関する総括会議では，特に91型（重
要産業分野の垂直統合型）総公司を強化して，
工業化の主導的役割を担わせることなどが確認
された。 （坂田）

対外関係

環境激変を乗り越え全方位外交実現
　1990年代のベトナムは，社会主義陣営の崩
壊による国際環境の激変により，1988年以来
外交・安全保障の基本路線となった「全方位外
交」を早急に結実させる必要に迫られた。そし
て実際，1990年代半ばまでには，ベトナムは
中国，アメリカとの国交正常化を果たし，
ASEAN加盟をも実現した。1993年に国際金
融機関が対ベトナム融資を再開して以来，政府
開発援助（ODA）約束額も年々増加した。こ
のように，総じて対外関係は順調に発展したが，
その過程は必ずしも平坦な道のりではなかっ
た。
　1990年代，ソ連共産党指導部がその指導的
役割を放棄したことを社会主義イデオロギーか
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